●●薬局　健康サポート薬局に係る業務手順書
（１）かかりつけ薬局としての基本的機能
かかりつけ薬剤師の選択
①　患者が、自身に対して法第９条の３による調剤された薬剤に関する情報提供及び薬学的知見に基づく指導（以下「薬剤に関する情報提供及び指導」という）等を一元的かつ継続的に行う「かかりつけ薬剤師」を選択できることとし、その患者に対しては当該薬剤師が薬剤に関する情報提供及び指導等を一元的かつ継続的に行う。
②　患者がかかりつけ薬剤師を選択した際には、その旨及び患者が選択した薬剤師が分かるよう薬剤服用歴に記録する。
受診している医療機関と服薬情報の把握
③　患者が受診している全ての医療機関を把握するよう取り組む。
④　当該患者に使用された医薬品及び服用している医薬品（要指導医薬品等を含む）を一元的かつ継続的に把握するよう取り組む。
⑤　③及び④の実施に関しては、薬剤服用歴の記録に記載する。
丁寧な服薬指導と残薬管理
⑥　患者又はその家族から残薬の状況を確認するよう取り組む。
残薬が確認された場合には、当該残薬の使用期限等を確認した上で、新たに調剤する当該医薬品の量を減量する等、残薬を解消するよう取り組む。その際には、残薬が生じる原因を聴取し、患者への服薬指導や医師へ疑義照会の上、薬剤の変更を行う等の対処を行うよう取り組む。
⑦　毎回、患者に服薬状況、服薬期間中の体調の変化（特に重大な副作用が発現するおそれがある医薬品については、当該副作用に係る自覚症状の有無及び当該症状の状況）を確認し、新たに収集した情報を踏まえ、その都度過去の薬剤服用歴の記録を参照した上で、必要に応じて確認・指導内容を見直し、患者の理解度等に応じて薬剤に関する情報提供及び指導を実施する取り組む
なお、副作用に係る自覚症状の有無の確認に当たっては「重篤副作用疾患別対応マニュアル」等を、また重大な副作用が発現するおそれがある医薬品の指導に当たっては、「薬局におけるハイリスク薬の薬学的管理指導に関する業務ガイドライン」等を参考にするとともに、必要に応じて患者向医薬品ガイド等を活用する。
⑧　⑥及び⑦の実施に関して、薬剤服用歴の記録に記載する。
お薬手帳の活用
⑨　お薬手帳の意義及び役割等を患者に説明するとともに、その活用を促す。
⑩　お薬手帳の利用者に対して、医療機関や薬局を利用する際にお薬手帳を提示すること、医薬品を服用したときに気付いた自身の体の変化等を記録すること、自身で購入した医薬品についても記入することなど、適切な利用方法を指導する。
⑪　１人のお薬手帳利用者が複数のお薬手帳を所持している場合には、利用者に合わせて、利用者の意向を確認した上で、当該お薬手帳の集約に努める。
かかりつけ薬剤師・薬局の普及
⑫　初回来局時に、薬剤師が調剤及び医薬品供給を行なう際の薬剤服用歴の管理、疑義照会、服薬指導、残薬管理その他の基本的な役割を周知することに加えて、かかりつけ薬剤師・薬局の意義、役割及び適切な選び方を説明した上で、患者がかかりつけ薬剤師・薬局を持つよう促す。
⑬　⑫の実施に関して、薬剤服用歴の記録に記載する。
２４時間対応
⑭　開局時間外であっても患者からの電話相談等に対応する。
かかりつけ薬剤師を選択した患者からの電話相談等に対しては当該かかりつけ薬剤師（かかりつけ薬剤師が対応できない時間帯がある場合には当該かかりつけ薬剤師と適切に情報共有している薬剤師を含む）が対応する。これらの対応には、開局時間外に必要に応じ、調剤を行うことも含む。
⑮　⑭の実施に関して、薬剤服用歴の記録に記載する。
疑義照会
⑯　医療機関に対して、患者の情報に基づいて疑義照会を行い、必要に応じ、副作用その他の服薬情報の情報提供及びそれに基づく処方の提案に適切に取り組む。
⑰　⑯の実施に関して、薬剤服用歴の記録に記載する。
（２）健康サポートを実施する上での地域における連携体制の構築
受診勧奨
①　要指導医薬品等の使用に関する相談及び健康の保持増進に関する相談に適切に対応した上で、そのやり取りを通じて、必要に応じ医療機関への受診勧奨を行う。
②　要指導医薬品等に関する相談を含む健康の保持増進に関する相談を受けた場合は、かかりつけ医や健診を受けている医療機関の有無を確認する。かかりつけ医がいる場合や健診を受けている医療機関がある場合には，薬局利用者の了解を得た上で、かかりつけ医や健診を受けている医療機関の医師等に連絡を取り、連携して相談に対応する。特に、要指導医薬品等による対応が困難であることが疑われる場合などに、かかりつけ医と連携して状況を確認するとともに、受診勧奨を適切に実施する。
連携機関の紹介
③　健康の保持増進に関する相談に対し、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所及び訪問看護ステーション、健康診断や保健指導の実施機関、市区町村保健センター等の行政機関、介護予防・日常生活支援総合事業の実施者等の連携機関を薬局利用者に紹介するよう取り組む。
連携機関に対する紹介文書
④　受診勧奨又は紹介を行う際に、薬局利用者の同意が得られた場合には、必要な情報を紹介先の医療機関その他の連携機関に紹介文書により提供する。
（３）要指導医薬品等、衛生材料・介護用品等の取扱い
①　医師の診断がなされている場合に、医師の指示に従わずに受診していないことが判明した場合に、受診勧奨する。
　②　かかりつけ医がいるにもかかわらず、一定期間受診していないことが判明した場合に、受診勧奨する。
　③　定期健診その他必要な健診を受診していないことが判明した場合に、受診勧奨する。
④　状態が悪い場合など要指導医薬品等による対応が困難であることが疑われる場合に、受診勧奨する。
　⑤　要指導医薬品等を使用した後、状態の改善が明らかでない場合に、受診勧奨する。
⑥　要指導医薬品等又は健康食品等に関する相談を受けた場合には、薬局利用者の状況並びに当該要指導医薬品等及び健康食品等の特性を十分に踏まえた上で、専門的知識に基づき説明する。
初版　　平成○○年○月○日作成
○版　　平成○○年○月○日一部改訂
手順書モデルに記載した項目はあくまでも例示ですので、各薬局におかれましては必ず全体をお目通しの上、必要な箇所に自薬局の考え方を追加するなどしてご活用ください。








